大規模小売店舗等の地域貢献に関するガイドライン
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※「大規模小売店舗」とは・・・
大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第２条第２項の規定による「店舗面積が1,000㎡を超える小売店舗」をいいます。
※「地域」とは・・・
このガイドラインでは、岩国市が独自に定める大規模小売店舗等が事前説明や貢献を果たす際の基本的なエリア・相手方として「地域」という表現を使っています。原則として出店する場所の学区（小学校区）の範囲を想定していますが、店舗の規模や出店する場所により、その範囲が異なってくる場合も考えられます。

第１　ガイドライン策定の背景
○　平成12 年に大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号。以下「大店立地法」といいます。）が施行され、本市には現在約30店の大規模小売店舗が立地しています。近年、店舗の大型化が進み、また、物販のみならず、サービス業を始め様々な業種もテナントとして入るなど、複合化する大規模小売店舗も見られます。このため、大規模小売店舗の出店による地域への影響は大きなものとなってきています。

○　大規模小売店舗の立地に関しては、大店立地法、都市計画法（昭和43年法律第100号）及び中心市街地の活性化に関する法律（平成10年法律第92号。以下「中心市街地活性化法」といいます。）のいわゆる「まちづくり三法」による総合的な対策がとられています。このうち、都市計画法及び中心市街地活性化法については、平成18 年に、商業機能を含む都市機能の適正立地と中心市街地のにぎわい回復を図るための改正が行われ、特に都市計画法の改正では、第二種住居地域、準住居地域、工業地域及び非線引き都市計画区域の用途白地における床面積10,000 ㎡を超える店舗等（以下「大規模集客施設」といいます。）の立地が制限されました。その一方で、都市計画手続を通じた適正な立地の確保を目的として、開発整備促進区を定める地区計画を指定することで立地を可能とする制度が創設されています。
本市においては、集約型都市構造の実現を図るため、平成21 年３月に、大規模集客施設の立地について、準工業地域においても、平成18年の都市計画法の改正の対象となった工業地域等と同様に制限する旨の「岩国市特別用途地区内における建築物の建築の制限に関する条例（平成21年条例第２号）」を定めています。
○　国の審議会※が、大型店の社会的責任の一環として積極的に地域貢献に取り組むべきとの考え方を示すとともに、平成18年の中心市街地活性化法の改正で、事業者による中心市街地の活性化への取組についての責務が規定されたことを踏まえ、関係業界団体においては、まちづくりへの貢献に関する自主ガイドラインが策定されており、これを受けて、平成19年に策定された大店立地法の運用指針※には、個々の事業者も自主的な取組を積極的に行うことが強く期待される旨、盛り込まれています。
※ 審議会：産業構造審議会流通部会・中小企業政策審議会経営支援分科会商業部会合同会議
※ 大店立地法の運用指針：平成19 年経済産業省告示「大規模小売店舗を設置する者が配慮すべき事項に関する指針」

○ このような状況を踏まえ、本市では、個々の事業者の自主的な地域貢献の促進等を内容とした「大規模小売店舗等の地域貢献に関するガイドライン」を策定することといたしました。
第２　ガイドライン策定の目的
○　このガイドラインは、事業者が、大店立地法の運用指針に盛り込まれている周辺地域の生活環境への配慮のほか、地域と十分なコミュニケーションをとることで、出店に対する地域の理解を深め、大規模小売店舗等が地域と連携してニーズに合った地域貢献に取り組むことを目的とし、もって安心、安全で快適なまちの実現を目指します。

○　このガイドラインで定める手続は、事業者の任意で行われるものですが、事業者が積極的に情報を開示し、熱心に地域貢献に取り組むことは、地域に根ざした店舗として地域や消費者の支持を深めることにもつながりますので、対象となる事業者の皆様には、本ガイドラインの趣旨の御理解と御協力をお願いします。
第３　ガイドラインの内容
１　協力をお願いする大規模小売店舗等（以下「対象店舗」といいます。）
⑴　準大規模小売店舗
　　ア　本ガイドラインの施行の日以後に開店する大店立地法に該当しない店舗面積500㎡を超える新設小売店舗

イ　平成18年12月１日（大規模小売店舗の立地に関するガイドライン（平成18年11月山口県制定。以下「山口県制定ガイドライン」といいます。）の施行の日）から、本ガイドラインの施行の日までの間に開店した店舗のうち、大店立地法に該当しない店舗面積500㎡を超える小売店舗
⑵　既設大規模小売店舗

平成19年３月31日までに大店立地法に基づく新設の届出を山口県に提出しており、岩国市内において既に設置されている大規模小売店舗のうち、店舗面積が1,000㎡を超え6,000㎡以下の大型小売店舗

　（上記以外の大規模小売店舗は、山口県制定ガイドラインの対象となります。）

２　自主的な地域貢献の促進
⑴　地域貢献計画書
ア　地域貢献計画書の提出
対象店舗の設置者（以下「対象者」といいます。）は、次の事項を記載した地域貢献計画書（様式第１号）を市に提出してください。
(ｱ)　店舗の名称
(ｲ)　店舗の所在地
(ｳ)　地域貢献活動計画（別表「地域貢献活動事例」を参照）
なお、地域貢献計画書の作成に当たっては、テナントとの協力体制の確立に努めてください。
イ　提出時期
対象店舗のうち、今後新たに出店するもの（以下「出店予定店舗」といいます。）については、開店の６か月前までに提出してください。
また、本ガイドラインの施行の際、既に開店している店舗（以下「既出店店舗」といいます。）については、市が提出を求めた日から起算して２か月を経過する日までに提出してください。
ウ　提出先
岩国市産業振興部商工振興課
エ　地域貢献計画書の公表
市は、地域貢献計画書が提出されたときは、速やかに市のホームページで、その内容を公表します。
なお、提出者は、「地域貢献活動計画」の店頭掲示等に努めてください。
⑵　地域貢献懇談会の開催
出店予定店舗に係る提出者（以下「出店予定者」といいます。）は、次のとおり地域貢献懇談会を開催してください。
ア　出店予定者は、市と協議の上で、地域貢献活動計画を提出した日から起算して２か月以内に地域貢献計画書の内容を周知し、意見交換するための地域貢献懇談会を地域で開催してください。
イ　地域貢献懇談会の参加対象者は、地域住民、学区連絡協議会、商工団体等とします。
ウ　開催場所、日時は、参加者の利便性に配慮することとし、出店地の近隣で、平日の夜間、日曜、土曜、祝日等に行ってください。また、開催回数は、原則として１回とします。
エ　開催の周知については、学区連絡協議会、商工団体等の協力を得て、事前に広報してください。
オ　出店予定者は、地域貢献懇談会の全てを運営するとともに、参加者からの質問等に対しては、誠意をもって回答してください。
カ　地域貢献懇談会は、地域が準大規模小売店舗に期待する地域貢献の内容を把握するために開催するものであり、商業調整（小売業の地域的な需給調整をいいます。）を行うためのものではありません。
キ　出店予定者は、地域貢献懇談会を開催したときは、開催結果の概要を記載した地域貢献懇談会開催結果報告書（様式第２号）を速やかに市に提出してください。
⑶　地域貢献活動の実施
ア　対象者による地域貢献活動担当窓口の設置

(ｱ)　地域貢献活動窓口設置報告書の提出
対象者は、地域貢献活動に関する担当窓口を設置するとともに、地域貢献活動担当窓口設置報告書（様式第３号）を市長（岩国市産業振興部商工振興課）に提出してください。
(ｲ)　提出時期
大規模小売店舗地域貢献活動計画書の提出時
イ　出店予定者による地域貢献協議会の設置
出店予定者は、地域貢献協議会を設置し、自らが行う地域貢献活動等がより地域の実情に即したものとなるよう、関係者の意見交換の場として活用してください。
(ｱ)　設置時期
開店後速やかに設置してください。
(ｲ)　構成員
協議会の構成員については、市及び岩国商工会議所、岩国西商工会又はやましろ商工会と協議の上、選定してください。
〔基本的構成員の例〕
・出店予定者、テナント事業者
・岩国市
・岩国商工会議所、岩国西商工会、やましろ商工会、まちづくり団　体
・地域の自治会
〔店舗の規模等に応じ選定することが望まれる構成員の例〕
・周辺市町
・地域の学校
・地域に路線を有する公共交通事業者（バス、鉄道等）
(ｳ)　設置期間
協議会は、開店から少なくとも２年間は設置することとし、この間に、会議を２回以上開催してください。
第４　施行期日
このガイドラインは、平成25年１月１日から施行します。

別表
地域貢献活動事例
大規模小売店舗等に期待する地域貢献活動の事例を示しています。地域の実情に合った、自主的、積極的な取組をお願いします。
	項目
	細目
	具体的内容の例

	１　地域づくりの取組への協力
	①　町を美しくする運動への協力
	· ごみ等のポイ捨て防止運動への参加・協力
· 地域一斉清掃活動への参加・協力
· 違反広告物をなくす運動への参加・協力
· 落書き消し活動への参加・協力

	
	②　交通安全市民運動への協力
	· 各種交通安全運動への参加・協力
· 違法駐車、青空駐車追放パトロールへの参加・協力

	
	③　地域の祭り、行事、文化活動等への協力
	· 地域の祭り、伝統行事、スポーツ・レクリエーション大会等への参加・協力
· 地域の文化活動への参加・協力

	
	④　商店街振興組合、商工会議所、商工会等への加入・協力
	· 対象者及びテナント事業者の商店街振興組合、商工会議所、商工会等への加入
· 商店街振興組合、商工会議所、商工会等が実施するイベントへの参加・協力
· 商店街等の店舗運営に必要なノウハウを有する人材の紹介、情報提供及び技術支援

	
	⑤　地域づくりに取り組む団体への協力
	· 地域づくりに取り組むＮＰＯ、ボランティア団体等の活動への参加・協力

	
	⑥　地元産品の積極的なＰＲと販売促進
	· 地産地消の取組への協力
· 地元産品販売コーナーの設置


	
	⑦　その他地域づくりの取組への協力
	· 地域コミュニティづくりの場の提供
· 地域の事業者との取引促進やテナント入居への配慮
· 地域貢献担当窓口の店頭明示

	２　防犯及び青少年非行防止対策の推進
	①　生活安全まちづくり運動への協力
	· 子ども見守り活動への参加・協力
· 犯罪予防等に関する街頭キャンペーンへの参加・協力

	
	②　青少年育成運動への協力
	· 非行防止パトロールへの参加・協力
· ｢子ども110番の店｣への参加

	
	③　店舗内、敷
地内における防犯対策の実施
	· 見通しを確保した商品陳列
· 防犯カメラの設置
· 警備員や従業員による定期的な巡回の実施

	
	④　深夜営業や営業時間外の防犯対策、青少年非行防止対策の実施
	· 防犯や青少年非行防止のための声かけ
· 深夜営業時の警備強化
· 営業時間外における駐車場出入口の施錠及び警備員の巡回


	
	⑤　緊急通報体制の確立

	· 店舗やその周辺での事件発生時における警察への通報要領の策定、迅速な避難誘導措置等の緊急通報体制の確立

	
	⑥　その他防犯青少年非行防止対策への協力
	· 適切な照明の設置


	３　地域防災への協力


	①　防災安心まちづくり運動への協力

	· 駐車場、店舗等を災害時の一時避難場所として提供
· 救出救護用器材や生活必需品を災害時の生活物資として提供
· 災害発生時の救助活動への参加・協力
· 応急復旧活動への参加・協力
· 地域の自主防災訓練への参加・協力

	
	②　災害発生時におけるボランティア活動への協力
	· 従業員の災害ボランティア活動への派遣
· ボランティア休暇取得への環境整備

	４　環境対策の推進


	①　容器包装の削減
	· レジ袋有料化等レジ袋削減の実施
· 簡易包装の実施

	
	②　３Ｒ※の推進
	· 資源回収ボックスの設置
· 分別排出、分別収集及び再商品化の徹底
· 食品廃棄物の排出抑制及び生ごみの資源化
· グリーン購入及び環境配慮商品の販売
· 店舗建築におけるリサイクル製品の活用

	
	③　省エネルギー対策等の実施

	· 過剰な照明の削減と省エネ型照明器具の設置
· 太陽光発電装置、小型風力発電装置等の自然エネルギー設備の設置
· 断熱素材の使用、コージェネレーション設備の設置等の高効率機器の導入

	
	④　環境マネジメントシステムの導入
	· ＩＳＯ14001に基づく環境マネジメントシステムの導入

	
	⑤　公共交通機関の利用促進
	· 公共交通機関利用者への特典の付与
· パークアンドライドの推進
· シャトルバスの運行

	
	⑥　ヒートアイランド、地球温暖化対策の実施
	· 敷地内の緑化割合の増大及び高木植栽並びに屋上、壁面及び駐車場の緑化の推進
· 樹木への散水等雨水の利用
· アイドリング・ストップ等エコドライブの呼びかけ

	
	⑦　その他環境対策の推進に関する取組
	· 店舗排水処理対策の実施
· 周辺への悪臭や衛生上の問題に配慮した適切な対策の実施

	５　子ども、高齢者及び障害者への配慮
	①　子育て及び家庭教育支援の実施
	· 子育て家庭の交流や相談の場の提供

	
	②　ユニバーサルデザインの導入及び普及への協力

	· 子ども、子育て家庭や高齢者、障害者等に優しい、誰もが利用しやすい店舗づくりへの配慮
· 駅、バス停等からの来店経路のユニバーサルデザイン化
· ユニバーサルデザイン関連商品の取扱い

	
	③　地域の授産施設等の授産製品の取次ぎ及び取扱い
	· 地域の授産施設等で製作された授産製品の展示会の開催や商品販売への協力、授産製品の取扱い

	
	④　その他子ども、高齢者、障害者への配慮に関する取組
	· 地域の学校等からの社会見学の受入れ
· 食育に関するイベントや情報の提供


	６　地域雇用確保への協力
	①　地域からの雇用の促進
	· 従業員の地域からの優先的な採用

	
	②　安定的雇用の確保
	· 正社員採用への配慮


	
	③　障害者及び高齢者の雇用の促進
	· 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）の基準を上回る積極的な雇用の促進
· 高齢者の就業機会の確保

	
	④　男女平等参画の推進
	· 結婚や出産による退職者の再雇用
· ひとり親家庭の親の雇用

	
	⑤　その他地域雇用確保への協力
	· 地域の学校等からの就業体験の受入れ


	７　核テナント撤退及び店舗閉鎖時の対策

	①　早期の情報 開示及び提供
	· 撤退やその後の対応策に関する早期の情報開示
· 地域及び行政への十分な情報提供

	
	②　後継店の確保
	· 失業者の発生や地域住民の買物の利便性の低下を極力抑えるための後継店、大型店承継者の確保

	
	③　従業員の雇用の確保
	· 従業員の配置転換や再就職支援等による雇用の確保

	
	④　店舗閉鎖に伴う環境悪化の防止
	· 適切な建物管理による店舗閉鎖に伴う周辺環境悪化の防止

	
	⑤　その他核テナント撤退及び店舗閉鎖時の対策
	· 撤退後も再利用可能な店舗建築設計、レイアウト及び資材への配慮

	８　その他


	①　食品等の安全、安心の確保
	· 食品等の安全、安心の確保のための安全管理体制の構築

	
	②　地域の景観形成への取組に対する協力
	· 周辺の街並みへの配慮等、良好な景観形成に向けた取組に対する協力


	
	③　その他地域貢献活動
	


※ ３Ｒ：リデュース（Reduce：発生抑制）、リユース（Reuse:再使用）、リサイクル（Recycle：
再生利用）

（様式第１号）
地域貢献計画書
年　　月　　日

（あて先）
岩　国　市　長　様
住所
氏名又は名称
法人にあっては代表者の氏名

大規模小売店舗等の地域貢献に関するガイドラインの規定に基づき、次のとおり提出します。

１　店舗の名称
２　店舗の所在地
３　地域貢献活動計画
	項目
	細目
	地域貢献

活動内容
	実施時期
	目標値

	
	
	
	
	


注１　項目及び細目は、別表「地域貢献活動事例」から該当するものを記載してください。
注２　既に実施している地域貢献活動がある場合は、その資料を適宜添付して
ください。
注３　目標値は、可能な限り記載してください。
注４　地域貢献活動計画の店頭掲示等に努めてください。
（様式第２号）
地域貢献懇談会開催結果報告書
年  月  日

（あて先）
岩　国　市　長　様
住所
氏名又は名称
法人にあっては代表者の氏名

大規模小売店舗等の地域貢献に関するガイドラインの規定に基づき、次のとおり報告します。

	項目
	内容

	１　店舗の名称
	

	２　店舗の所在地
	

	３　開催の周知方法
	

	４　開催日時
	

	５　開催場所
	

	６　説明者
	

	７　出席者数
	

	８　議事の概要
	

	９　参加者からの意見及び出店予定者の回答
	


注  地域貢献懇談会の開催を周知した資料、地域貢献懇談会で配布した資料等を添付してください。
（様式第３号）
地域貢献活動担当窓口設置報告書
年　　月　　日
（あて先）
岩　国　市　長　様
住所
氏名又は名称
法人にあっては、その代表者の氏名
大規模小売店舗等の地域貢献に関するガイドラインの規定に基づき、次のとおり提出します。

１　店舗の名称
２　店舗の所在地
３　地域貢献活動担当窓口
	部課名
	

	職　名
	
	担当者名
	

	電話番号
	
	ＦＡＸ番号
	

	ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ
	


【手続フロー】

自主的な地域貢献の促進


新たに出店する

準大規模小売店舗の設置者　　　　　岩国市　　　　　　　　住民等

　　　　　　　　　　　　　



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　






既出店店舗　　　　　　　　　　　岩国市　　　　　　　　住民等




	お問い合わせ

	岩国市産業振興部商工振興課
〒740-8585　山口県岩国市今津町1丁目14-51

Tel　0827-29-5110　　Fax　0827-22-2866
e-mail： shoukou@city.iwakuni.lg.jp

URL： http://www.city.iwakuni.yamaguchi.jp/

総合支所地域振興課
由宇町　Tel　0827-63-1111

玖珂町　Tel　0827-82-2511

本郷町　Tel　0827-75-2583

周東町　Tel　0827-84-1111
錦町　　Tel　0827-72-2110
美川町　Tel　0827-76-0329
美和町　Tel　0827-96-1111


地域貢献計画書の提出


（様式第１号）





地域貢献計画書の公表





地域貢献懇談会の開催





６か月以上前





地域貢献懇談会


開催結果報告書の提出





店舗の開店





２か月以内





地域貢献計画書


に対する意見








地域貢献計画書の提出


（様式第１号）





地域貢献計画書の公表





市から提出依頼





２か月以内
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